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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第11期
第３四半期
累計期間

第12期
第３四半期連結
累計期間

第11期
第３四半期
会計期間

第12期
第３四半期連結
会計期間

第11期

会計期間

自平成21年
４月１日
至平成21年
12月31日

自平成22年
４月１日
至平成22年
12月31日

自平成21年
10月１日
至平成21年
12月31日

自平成22年
10月１日
至平成22年
12月31日

自平成21年
４月１日
至平成22年
３月31日

売上高（千円） 1,754,5451,981,721607,878 616,822 －

経常利益（千円） 97,044 85,657 33,044 13,611 －

四半期純利益（千円） 53,044 44,309 17,302 3,929 －

持分法を適用した場合の投資利益

（千円）
－ － － － －

資本金（千円） － － 516,262 － －

発行済株式総数（株） － － 22,275 － －

純資産額（千円） － － 1,498,7321,695,7331,651,733

総資産額（千円） － － 2,088,0552,423,0872,451,953

１株当たり純資産額（円） － － 67,283.1776,127.2074,151.92

１株当たり四半期純利益金額

（円）
2,381.341,989.21 776.77 176.42 －

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － － － －

１株当たり配当額（円） － － － － －

自己資本比率（％） － － 71.8 66.5 64.2

営業活動による

キャッシュ・フロー（千円）
278,427 366,144 － － －

投資活動による

キャッシュ・フロー（千円）
△396,036△537,827 － － －

財務活動による

キャッシュ・フロー（千円）
－ － － － －

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円）
－ － 670,869 770,474 －

従業員数（人） － － 65 207 199

（注）１．当社は第11期連結会計年度が連結初年度であり、第11期連結会計年度においては、貸借対照表のみ連結してい

るため、連結貸借対照表項目及び従業員数のみを記載しております。

　　　２．当社は第12期第１四半期連結会計期間より四半期連結財務諸表を作成しておりますので、それ以前の回次につい

ては、第３四半期累計（会計）期間に係る四半期財務諸表の数値を記載しております。

　　　　　また、第11期第３四半期累計（会計）期間の持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社を有していない

ため記載しておりません。　

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

４．売上高には、消費税等は含んでおりません。
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２【事業の内容】

　当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社、当社の子会社２社）が営む事業の内容について、重要な

変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。　

３【関係会社の状況】

　当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

 平成22年12月31日現在

従業員数（人） 207 (12)

 　　（注）　従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出向

者を含む。）であり、臨時雇用者数（パートタイマー従業員、人材会社からの派遣社員を含む。）は、当第３四

半期連結会計期間の平均人員を（　）外数で記載しております。

(2）提出会社の状況

 平成22年12月31日現在

従業員数（人） 67 (10)

 　　（注）　従業員数は就業人員（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む。）であり、臨時雇用者

数（パートタイマー従業員、人材会社からの派遣社員を含む。）は、当第３四半期会計期間の平均人員を

（　）外数で記載しております。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

　当社は、第１四半期連結会計期間より四半期連結財務諸表を作成しているため、前年同四半期連結会計期間との比較

は行っておりません。

　　

(1）生産実績

　当第３四半期連結会計期間の生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）
金額（千円）

サービス事業 293,873

　（注）１．金額は販売価格によっております。

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

３．パッケージ事業に関しては、受注から売上計上までの期間が短いため生産実績は販売実績とほぼ一致してお

ります。従って、生産実績に関しましては「(3）販売実績」を参照して下さい。

(2）受注状況

当第３四半期連結会計期間の受注状況をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称

　
当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）　

受注高（千円） 受注残高（千円）

パッケージ事業 355,027 387,438

サービス事業 588,014 461,488

合計 943,042 848,926

　（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

(3）販売実績

当第３四半期連結会計期間の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。

セグメントの名称

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）
金額（千円）

パッケージ事業 385,481

サービス事業 231,341

合計 616,822

　（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．当第３四半期連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

は次のとおりであります。

相手先

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

金額（千円） 割合（％）

㈱エヌ・ティ・ティ・データ 53,005 8.6

２【事業等のリスク】

　当第３四半期連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、前事業年度の有価証券報告書に記載した

事業等のリスクについての重要な変更はありません。

３【経営上の重要な契約等】

　 当第３四半期連結会計期間において、新たに決定又は締結した経営上の重要な契約等はありません。
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４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断した

ものであります。

　第１四半期連結会計期間より四半期連結損益計算書を作成しておりますので、数値についての前年同四半期比較は

行っておりません。

　

(1）業績の状況

　当第３四半期連結会計期間における我が国の経済は、海外経済の減速が続く中で全体的に停滞局面にあり、一部設

備投資は緩やかに増加しているものの、企業収益の改善も鈍化し、雇用情勢も厳しい状況が続きました。 

　情報産業分野においては、クラウドコンピューティングやSaaSといった新規分野の拡大により、Webシステムの重

要性は一層高まっており、設備投資全般は緩やかに増加しているものの、IT投資に関しては短納期・低コストと

いった要望は依然強く、単価の下落や案件の小型化など厳しい環境が続きました。

　このような情勢のもと、当社グループは、「①市場におけるプレゼンスの確立、②高い品質及び顧客満足度の実現、

③コーポレートガバナンスの充実」を当期の重点方針として掲げ、業績の向上に努めてまいりました。 

　具体的には、「市場におけるプレゼンスの確立」として、今後拡大が見込まれるクラウド市場向けに、オープンな

クラウド環境を目指し「intra-martオープンクラウドプラットフォーム」構想をパートナ企業とともに展開する

等、新たな市場に対してより一層深耕しました。

　「高い品質及び顧客満足度の実現」としては、SaaSやクラウド、モバイルといった先進的なソリューションの開発

に積極的に取り組み、案件の創出に努めました。

　「コーポレートガバナンスの充実」としては、一昨年より設立した子会社各社の事業の立ち上がりを受け、当年度

より連結決算を実施するとともに、グループ経営への転換を図りました。

　この結果、当社グループの平成23年３月期第３四半期連結会計期間の業績につきましては、売上高616,822千円、営

業利益6,899千円、経常利益13,611千円、四半期純利益3,929千円となりました。

　セグメントの業績は、次のとおりです。

①　パッケージ事業

　「intra-mart」は、全国の特約店パートナを通じて販売しており、グローバル機能を強化した新製品を中心と

して他システムのリプレースやグローバル案件の獲得など、アプリケーション群が好調に推移しました。また、

基盤製品や保守についても引き続き堅調に推移しました。

　この結果、売上高は385,481千円となりました。 

　

②　サービス事業

　「intra-mart」を利用したシステム開発やコンサルティングなどの周辺サービスは、クラウド基盤・モバイ

ルといった先進的な大型SI案件の受注が見込まれる等の成果があったものの、お客様からの価格低減要求は引

き続き厳しく、受注状況全般に遅れが見られました。

　この結果、売上高は231,341千円となりました。
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(2）キャッシュ・フローの状況

　当第３四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、販売用ソフトウェアの

取得や、関係会社への預入等により、770,474千円となりました。

　当第３四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであります。

　なお、第１四半期連結会計期間より四半期連結キャッシュ・フロー計算書を作成しておりますので、数値について

の前年同四半期比較は行っておりません。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動の結果使用した資金は20,427千円となりました。

　これは主に、法人税等の中間納付をしたこと等によるものであります。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動の結果使用した資金は382,107千円となりました。

　これは主に、関係会社への預入等による支出によるものであります。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動による資金の動きはありませんでした。

　

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第３四半期連結会計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。

　

(4）研究開発活動

　当第３四半期連結会計期間における研究開発活動の金額は、4,193千円であります。

　なお、当第３四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動について重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

  

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末に計画中であった重要な設備の新設、除却等につい

て、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありませ

ん。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 56,000

計 56,000

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間
末現在発行数（株）
（平成22年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成23年１月31日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 22,275 22,275
東京証券取引所

（マザーズ市場）

権利内容に何ら

限定のない当社

における標準と

なる株式であ

り、単元株制度

は採用しており

ません。

計 22,275 22,275 － －

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。 

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

　

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金
増減額
（千円）

資本準備金
残高（千円）

平成22年10月１日～

平成22年12月31日　
－ 22,275 － 516,262 － 446,262

　

（６）【大株主の状況】

　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりませ

ん。
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（７）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成22年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしておりま

す。

　

①【発行済株式】

 平成22年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） － － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　 22,275 22,275 －

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 22,275 － －

総株主の議決権 － 22,275 －

 　

②【自己株式等】

 平成22年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

－ － － － － －

計 － － － － －
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２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
４月

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円） 307,000225,000255,000258,000219,000220,000204,900227,000239,000

最低（円） 125,000150,000163,000176,000177,000199,000192,100184,200200,000

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所マザーズ市場におけるものであります。

　

３【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表及び四半期財務諸表の作成方法について

(1）当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣

府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

(2）当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第

63号。以下「四半期財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　　なお、前第３四半期会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び前第３四半期累計期間（平成21

年４月１日から平成21年12月31日まで）は改正前の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しております。

(3）第１四半期連結会計期間（平成22年４月１日から平成22年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成

22年４月１日から平成22年６月30日まで）から四半期連結財務諸表を作成しているため、以下に掲げる四半期連結

損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書については、前年同四半期との対比は行っておりません。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期会計期間（平成21年10月１日から平成21

年12月31日まで）及び前第３四半期累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半期財務諸

表については、あずさ監査法人による四半期レビューを受け、また、当第３四半期連結会計期間（平成22年10月１日か

ら平成22年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日まで）に係る

四半期連結財務諸表については、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。

　なお、あずさ監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成22年７月１日をもって有限責任 あずさ監査法人となっ

ております。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 723,569 960,575

関係会社預け金 ※1
 346,904

※1
 －

売掛金 290,957 471,503

たな卸資産 ※2
 59,998

※2
 14,388

繰延税金資産 29,192 28,521

その他 98,914 55,615

貸倒引当金 △94 △99

流動資産合計 1,549,443 1,530,505

固定資産

有形固定資産

建物 34,341 24,114

減価償却累計額 △19,401 △14,522

建物（純額） 14,940 9,592

工具、器具及び備品 43,116 37,456

減価償却累計額 △22,672 △17,918

工具、器具及び備品（純額） 20,444 19,538

有形固定資産合計 35,384 29,130

無形固定資産

ソフトウエア 497,389 338,499

ソフトウエア仮勘定 78,832 287,326

その他 87 133

無形固定資産合計 576,309 625,959

投資その他の資産

投資有価証券 100,000 100,000

敷金及び保証金 96,051 105,762

繰延税金資産 64,044 58,000

その他 1,853 2,596

投資その他の資産合計 261,949 266,359

固定資産合計 873,644 921,448

資産合計 2,423,087 2,451,953

EDINET提出書類

株式会社エヌ・ティ・ティ・データ・イントラマート(E05694)

四半期報告書

12/30



（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 103,735 208,681

未払法人税等 1,949 16,336

前受金 393,805 331,675

賞与引当金 13,630 49,922

その他 138,734 137,213

流動負債合計 651,855 743,829

固定負債

退職給付引当金 74,023 56,390

資産除去債務 1,475 －

固定負債合計 75,498 56,390

負債合計 727,353 800,219

純資産の部

株主資本

資本金 516,262 516,262

資本剰余金 446,262 446,262

利益剰余金 666,303 621,993

株主資本合計 1,628,828 1,584,518

評価・換算差額等

為替換算調整勘定 △18,458 △9,335

評価・換算差額等合計 △18,458 △9,335

少数株主持分 85,363 76,551

純資産合計 1,695,733 1,651,733

負債純資産合計 2,423,087 2,451,953
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（２）【四半期連結損益計算書】
【前第３四半期累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

売上高 1,754,545

売上原価 1,056,284

売上総利益 698,260

販売費及び一般管理費

給料 139,806

賞与 31,646

賞与引当金繰入額 3,633

役員報酬 63,236

法定福利費 27,175

退職給付費用 9,373

広告宣伝費 26,533

研究開発費 17,923

減価償却費 6,665

地代家賃 40,921

業務委託費 142,823

その他 97,890

販売費及び一般管理費合計 607,630

営業利益 90,630

営業外収益

受取利息 205

固定資産売却益 708

貸倒引当金戻入額 366

協賛金収入 5,150

その他 6

営業外収益合計 6,437

営業外費用

固定資産除却損 18

その他 5

営業外費用合計 23

経常利益 97,044

税引前四半期純利益 97,044

法人税等 ※
 43,999

四半期純利益 53,044
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【当第３四半期連結累計期間】
（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

売上高 1,981,721

売上原価 1,112,710

売上総利益 869,010

販売費及び一般管理費 ※1
 787,480

営業利益 81,530

営業外収益

受取利息 728

協賛金収入 5,750

雑収入 2,332

営業外収益合計 8,811

営業外費用

為替差損 4,684

営業外費用合計 4,684

経常利益 85,657

税金等調整前四半期純利益 85,657

法人税等 ※2
 26,961

少数株主損益調整前四半期純利益 58,695

少数株主利益 14,385

四半期純利益 44,309
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【前第３四半期会計期間】
（単位：千円）

前第３四半期会計期間
(自　平成21年10月１日
　至　平成21年12月31日)

売上高 607,878

売上原価 361,362

売上総利益 246,516

販売費及び一般管理費

給料 47,408

賞与 6,987

賞与引当金繰入額 3,633

役員報酬 21,078

法定福利費 8,909

退職給付費用 2,207

広告宣伝費 19,691

研究開発費 9,137

減価償却費 2,548

地代家賃 13,824

業務委託費 50,350

その他 33,033

販売費及び一般管理費合計 218,811

営業利益 27,704

営業外収益

受取利息 124

固定資産売却益 86

貸倒引当金戻入額 1

協賛金収入 5,150

その他 0

営業外収益合計 5,363

営業外費用

固定資産除却損 18

その他 5

営業外費用合計 23

経常利益 33,044

税引前四半期純利益 33,044

法人税等 ※
 15,742

四半期純利益 17,302
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【当第３四半期連結会計期間】
（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間
(自　平成22年10月１日
　至　平成22年12月31日)

売上高 616,822

売上原価 341,539

売上総利益 275,283

販売費及び一般管理費 ※1
 268,384

営業利益 6,899

営業外収益

受取利息 564

協賛金収入 5,750

雑収入 1,900

営業外収益合計 8,214

営業外費用

為替差損 1,502

営業外費用合計 1,502

経常利益 13,611

税金等調整前四半期純利益 13,611

法人税等 ※2
 16,805

少数株主損益調整前四半期純損失（△） △3,193

少数株主損失（△） △7,123

四半期純利益 3,929
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
【前第３四半期累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期累計期間
(自　平成21年４月１日
　至　平成21年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 97,044

減価償却費 196,254

貸倒引当金の増減額（△は減少） △366

退職給付引当金の増減額（△は減少） 18,704

受取利息及び受取配当金 △205

為替差損益（△は益） 5

無形固定資産売却損益（△は益） △708

有形固定資産除却損 18

無形固定資産除却損 140

売上債権の増減額（△は増加） 209,700

たな卸資産の増減額（△は増加） △8,692

仕入債務の増減額（△は減少） △87,258

未払金の増減額（△は減少） 32,270

未払消費税等の増減額（△は減少） △12,178

その他の資産の増減額（△は増加） 18,140

その他の負債の増減額（△は減少） 4,587

小計 467,456

利息及び配当金の受取額 205

法人税等の支払額 △189,234

営業活動によるキャッシュ・フロー 278,427

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △1,408

無形固定資産の取得による支出 △473,103

無形固定資産の売却による収入 197,998

投資有価証券の取得による支出 △100,000

貸付けによる支出 △20,000

貸付金の回収による収入 475

投資活動によるキャッシュ・フロー △396,036

財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー －

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △117,609

現金及び現金同等物の期首残高 788,479

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 670,869
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【当第３四半期連結累計期間】
（単位：千円）

当第３四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
　至　平成22年12月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 85,657

減価償却費 272,711

退職給付費用 17,632

貸倒引当金の増減額（△は減少） △4

受取利息及び受取配当金 △56

為替差損益（△は益） 2,692

売上債権の増減額（△は増加） 179,825

たな卸資産の増減額（△は増加） △46,524

仕入債務の増減額（△は減少） △93,431

その他 12,013

小計 430,515

利息及び配当金の受取額 56

法人税等の支払額 △64,427

営業活動によるキャッシュ・フロー 366,144

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △20,384

無形固定資産の取得による支出 △227,314

敷金及び保証金の差入による支出 △2,838

敷金及び保証金の回収による収入 12,226

関係会社預け金の預入による支出 △300,000

その他 483

投資活動によるキャッシュ・フロー △537,827

財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー －

現金及び現金同等物に係る換算差額 △18,418

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △190,101

現金及び現金同等物の期首残高 960,575

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 770,474
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

会計処理基準に関する事項の変更 資産除去債務に関する会計基準の適用

　第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会

計基準第18号　平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針第21号　平成20年３月31日）を適用して

おります。

　これによる損益に与える影響は軽微であります。また、当会計基準等の適用

開始による資産除去債務の変動額は1,471千円であります。

【簡便な会計処理】

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

　法人税等並びに繰延税金資産及び繰延

税金負債の算定方法

　法人税等並びに繰延税金資産及び繰延税金負債の算定にあたり加味する加

減算項目や税額控除項目を、重要なものに限定しております。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末
（平成22年12月31日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

※１　関係会社預け金は、グループ・キャッシュマネジメ

ントシステムによる、株式会社エヌ・ティ・ティ・

データへの預け金であります。

　

※１　　　　　　　　　　―　

※２　たな卸資産の内訳は、次のとおりであります。 ※２　たな卸資産の内訳は、次のとおりであります。　

　

仕掛品 57,876千円

原材料及び貯蔵品 2,121千円　
　

　

仕掛品 12,624千円

原材料及び貯蔵品 1,764千円　

　

（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

　

※　法人税等調整額は法人税等に含めて表示しております。 　

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

　

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

　

　

　従業員給与手当 267,720千円　

　業務委託費 169,372千円 

　　

　

※２　法人税等調整額は法人税等に含めて表示しておりま

す。

　

前第３四半期会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

　

※　法人税等調整額は法人税等に含めて表示しております。 　

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

　

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

　

　

　従業員給与手当 90,383千円　

　業務委託費 57,635千円

　

　　

　

※２　法人税等調整額は法人税等に含めて表示しておりま

す。
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

　

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照

表に掲記されている科目の金額との関係

（平成21年12月31日現在）

　

 （千円）

現金及び預金 670,869

現金及び現金同等物 670,869

　

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

　

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成22年12月31日現在）

　

 （千円）

現金及び預金 723,569

関係会社預け金 46,904

現金及び現金同等物 770,474

　

（株主資本等関係）

当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　

平成22年12月31日）

１．発行済株式の種類及び総数

　普通株式　　　　22,275株

 

２．自己株式の種類及び株式数

　該当事項はありません。

 

３．新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

 

４．配当に関する事項

　該当事項はありません。 
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

１．報告セグメントの概要

　当第３四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年12月31日）及び当第３四半期連結会計期

間（自平成22年10月１日　至平成22年12月31日）

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営

資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。

当社は、事業の種類別に本部を置き、各本部は担当する事業について、国内及び海外の包括的な戦略を立案

し、事業活動を展開しております。

したがって、当社は、事業種類別のセグメントから構成されており、「パッケージ事業」及び「サービス事

業」の２つを報告セグメントとしております。

「パッケージ事業」は、Webシステム基盤を構築するためのパッケージソフトウェア「intra－mart」製品

の販売及び保守を行っております。「サービス事業」は、「intra－mart」製品を利用したWebシステム構築

に関するコンサルティング、システム開発及び教育研修を行っております。　

 

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

当第３四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年12月31日）

　 （単位：千円）

 パッケージ事業 サービス事業 合計

売上高    

外部顧客への売上高 1,202,539 779,181 1,981,721

セグメント間の内部売上高又は振替高 510 88,864 89,374

計 1,203,050 868,045 2,071,095

セグメント利益 311,237 44,071 355,308

  

当第３四半期連結会計期間（自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日）

　 （単位：千円）

 パッケージ事業 サービス事業 合計

売上高    

外部顧客への売上高 385,481 231,341 616,822

セグメント間の内部売上高又は振替高 167 23,385 23,553

計 385,649 254,726 640,376

セグメント利益又は損失（△） 106,754 △13,285 93,468
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３．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の

主な内容（差異調整に関する事項）

当第３四半期連結累計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年12月31日）

　 （単位：千円）

利益 金額 　

報告セグメント計 355,308 　

セグメント間取引消去 △1,310 　

全社費用（注） △272,467 　

四半期連結損益計算書の営業利益 81,530 　

　

当第３四半期連結会計期間（自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日）

　 （単位：千円）

利益 金額 　

報告セグメント計 93,468 　

セグメント間取引消去 82 　

全社費用（注） △86,652 　

四半期連結損益計算書の営業利益 6,899 　

　（注）全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

　

　

４．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　　当第３四半期連結会計期間（自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日）　

  　該当事項はありません。

　

　

（追加情報）

　第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21

年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　

平成20年３月21日）を適用しております。
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（金融商品関係）

　当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日）

　前連結会計年度の末日と比較して著しい変動はありません。　

　

（有価証券関係）

　当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日）

　該当事項はありません。

　

（デリバティブ取引関係）

　当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日）

　該当事項はありません。

　

（持分法損益等）

　前第３四半期累計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年12月31日）

　該当事項はありません。

　

（ストック・オプション等関係）

当第３四半期連結会計期間（自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日）

　該当事項はありません。

　

（企業結合等関係）

当第３四半期連結会計期間（自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日）

　該当事項はありません。　
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第３四半期連結会計期間末
（平成22年12月31日）

前連結会計年度末
（平成22年３月31日）

１株当たり純資産額 76,127.20円 １株当たり純資産額 74,151.92円

２．１株当たり四半期純利益金額等

前第３四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

　

１株当たり四半期純利益金額 2,381.34円 　

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

　（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期累計期間
（自　平成21年４月１日
至　平成21年12月31日）

　

１株当たり四半期純利益金額     　

四半期純利益（千円） 53,044 　

普通株主に帰属しない金額（千円） － 　

普通株式に係る四半期純利益（千円） 53,044 　

期中平均株式数（株） 22,275 　

当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

　

１株当たり四半期純利益金額 1,989.21円 　

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

　（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当第３四半期連結累計期間
（自　平成22年４月１日
至　平成22年12月31日）

　

１株当たり四半期純利益金額     　

四半期純利益（千円） 44,309 　

普通株主に帰属しない金額（千円） － 　

普通株式に係る四半期純利益（千円） 44,309 　

期中平均株式数（株） 22,275 　
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前第３四半期会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

　

１株当たり四半期純利益金額 776.77円 　

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

　（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期会計期間
（自　平成21年10月１日
至　平成21年12月31日）

　

１株当たり四半期純利益金額     　

四半期純利益（千円） 17,302 　

普通株主に帰属しない金額（千円） － 　

普通株式に係る四半期純利益（千円） 17,302 　

期中平均株式数（株） 22,275 　

当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

　

１株当たり四半期純利益金額 176.42円 　

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　

　（注）　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当第３四半期連結会計期間
（自　平成22年10月１日
至　平成22年12月31日）

　

１株当たり四半期純利益金額     　

四半期純利益（千円） 3,929 　

普通株主に帰属しない金額（千円） － 　

普通株式に係る四半期純利益（千円） 3,929 　

期中平均株式数（株） 22,275 　

　

（重要な後発事象）

　当第３四半期連結会計期間（自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日）

　該当事項はありません。

　

（リース取引関係）

　当第３四半期連結会計期間（自　平成22年10月１日　至　平成22年12月31日）

　該当事項はありません。

　

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成22年１月29日

株式会社エヌ・ティ・ティ・データ・イントラマート

取締役会　御中

あずさ監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 福　田　秀　敏　　

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 花　岡　克　典　　

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社エヌ・ティ

・ティ・データ・イントラマートの平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第11期事業年度の第３四半期会計期間

（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日ま

で）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・フロー計算書につい

て四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期財

務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる

四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社エヌ・ティ・ティ・データ・イントラマートの平成21年12月31日現在の

財政状態、同日をもって終了する第３四半期会計期間及び第３四半期累計期間の経営成績並びに第３四半期累計期間の

キャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　２．四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 

平成23年１月31日

株式会社エヌ・ティ・ティ・データ・イントラマート

取締役会　御中

有限責任 あずさ監査法人

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 福　田　秀　敏　　

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 花　岡　克　典　　

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社エヌ・ティ

・ティ・データ・イントラマートの平成22年４月１日から平成23年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期

間（平成22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31

日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ

・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社エヌ・ティ・ティ・データ・イントラマート及び連結子会社の

平成22年12月31日現在の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成

績並びに第３四半期連結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要

な点において認められなかった。

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。
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